
（参考資料） 株式会社　さくら銀行

１．平成１０年度決算の概況

（１）収益実績

（単位：億円）

平成１０年度 平成９年度

実　　　績 前年度比 経営健全化計画比 実　　　績

業 務 粗 利 益 1 6,991 △312 92 7,303
国       内 2 6,272 118 -     6,154
国       際 3 719 △430 -     1,149
資　金　損　益 4 5,675 △265 21 5,940
役務取引等損益 5 535 △142 △64 677
特定取引損益 6 108 16 21 92
その他業務損益 7 672 80 113 592

経      費 [△] 8 4,250 △98 △66 4,348
人　　件　　費 9 1,781 △175 △18 1,956
物　　件　　費 10 2,230 187 △40 2,043
税　　　　　金 11 238 △110 △9 348

業 務 純 益（一般貸倒繰入前） 12 2,741 △213 158 2,954
業 務 純 益（一般貸倒繰入後） 13 1,729 △1,208 135 2,937
不良債権処理額 [△] 14 10,235 △1,575 293 11,810
一般貸倒引当金繰入 15 1,011 994 22 17
償却・引当等 16 5,460 △661 △232 6,121
関連会社支援損 17 3,319 262 439 3,057
債権売却損等 18 444 △2,170 63 2,614

株式関係損益 19 125 △5,205 △6 5,330

そ　の　他 20 △173 474 △83 △647

経　常　利　益 21 △7,541 △3,369 △223 △4,172

特　別　損　益 22 1,054 △1,965 54 3,019

法　人　税　等 [△] 23 △2,733 △3,785 △141 1,052
当　期　 利　益 24 △3,753 △1,548 △27 △2,205

期末株主資本 25 22,235 9,254 535 12,981
ＲＯＥ＜業務純益（一般貸倒繰入前）ベース＞ 26 15.6% △5.2% -     20.7%

業務純益（一般貸倒繰入前）

（期首株主資本＋期末株主資本）÷２

（２）自己資本比率

①　連結自己資本比率
（単位：億円）

平成１１年３月末 平成１０年９月末 平成１０年３月末

自己資本 27 41,206 34,501 34,227
Tier Ⅰ 28 23,958 17,250 17,113
Tier Ⅱ 29 17,247 17,250 17,113
リスクアセット 30 333,992 359,143 375,007
自己資本比率（国際統一基準） 31 12.33　％ 9.60　％ 9.12　％

②　単体自己資本比率
（単位：億円）

自己資本 32 40,319
Tier Ⅰ 33 24,474
Tier Ⅱ 34 15,844
リスクアセット 35 325,607
自己資本比率（国際統一基準） 36 12.38　％

ＲＯＥ
＝
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２．不良債権について

＜金融機能再生緊急措置法（金融再生法）に基づく開示及びリスク管理債権＞（平成11年3月末）

（単位：億円）
自己査定区分 金融再生法開示 リスク管理債権

旧基準 新基準
直接償却          (3,958)直接償却          (3,893)直接償却         (3,893)

破綻先債権         1,468

破産更生等債権    1,866 ３カ月以上延滞債権    51 破綻先債権         1,651
貸出条件緩和債権     131

      貸出金以外    215 （※3） （※3）

直接償却          (3,911)直接償却          (3,906)直接償却         (3,906)

破産更生等債権    2,035 延滞債権           2,919 延滞債権           9,948

      貸出金以外     49

３カ月以上延滞債権 1,146
危険債権          8,092

貸出条件緩和債権     435

（5,447　※1）

      貸出金以外    129 （※3） （※3）

３カ月以上延滞債権   589 ３カ月以上延滞債権   589

要管理債権        6,005
貸出条件緩和債権   5,416 貸出条件緩和債権   5,416
(内、関連ﾉﾝﾊﾞﾝｸ 3,180) (内、関連ﾉﾝﾊﾞﾝｸ 3,180)

18,000 12,158 17,605 

      貸出金以外    395

合　　　計  保　全　率　(※2） 72.9% 72.5%

対象債権比率（※3） 5.0% 5.5%

除く、関連ノンバンク  保　全　率　(※2） 78.9% 78.6%

対象債権比率（※3） 4.0% 4.5%

破産更正等債権・危険債権  保　全　率　(※2） 86.1% 85.8%

又は破綻先・延滞債権 対象債権比率（※3） 3.4% 3.6%

（※1）延滞していない債権等で旧基準ではリスク管理債権に該当しないが、保守的に個別引当を実施している貸出金。

（※2）債権額に対する担保・保証及び引当金で保全されている額の比率。

（※3）金融再生法開示の「破産更生等債権」「危険債権」には貸出金以外の債権が含まれるが、リスク管理債権は貸出金のみ。

（リスク管理債権開示基準の変更）…自己査定の債務者区分に沿った開示基準への変更

新基準：自己査定の結果に基づき、自己査定上の「破綻先債権」を破綻先債権として、「実質破綻先債権・破綻懸念先
　　　  債権」を延滞債権とする。これらの貸出金の未収利息は収益不計上とする。

旧基準：①破綻先債権
　　　　　未収利息を計上しなかった貸出金（未収利息不計上貸出金）の内、法人税法施行令に該当する（更生手続
          開始の申立て等）貸出金。
        ②延滞債権
　　　　　未収利息不計上貸出金であって、上記①及び債務者の経営再建又は支援を目的に利息支払猶予をしたものを
　　　　　除いた貸出金。

実 質 破 綻 先 債 権

破 綻 先 債 権

合 計

実 質 破 綻 先 債 権

破 綻 懸 念 先 債 権

要 注 意 先 債 権

破 綻 先 債 権
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＜連結リスク管理債権＞（平成11年3月末）

３． リ ス ト ラ 計 画３． リ ス ト ラ 計 画３． リ ス ト ラ 計 画３． リ ス ト ラ 計 画

○リストラ計画の概要

平成９年度～平成１４年度の削減計画

１．人員・店舗の効率化 ●人員4,200人削減（合併時から通算△１万人、５割近い削減）

  ①チャネル改革・店舗統廃合の推進 ●国内店舗：約１４０店舗削減（ピーク比△４割）

  ②海外米欧拠点の整理・縮小     コンビニ提携等次世代型新チャネルへの移行

  ③BPRによる本社人員削減 ●海外店舗：中核５拠点を含む実質１４拠点体制（ピーク比△７割）

２．諸施策

  ①成果重視型の新人事制度導入（平成１１年７月）

  ②賞与水準見直し（約３０％削減）の実施          平成１４年度経費を

  ③役員報酬・賞与体系変革・取締役数削減実施予定          平成９年度対比で

  ④ニューキャリア選択支援制度（転職支援制度）拡充          約４５０億円削減

  ⑤福利厚生施設・制度の見直し（ｸﾗﾌﾞ･保養所･ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ等閉鎖・売却他）

  ⑥購買・調達費用の見直しによる物件費の大幅削減

  ⑦顧客ニーズ対応、競争力強化のためのＩＴ戦略投資への注力

○経費実績・計画

（単位：億円） （ご参考）

平成９年度 平成10年度 平成10年度 平成14年度

実績 健全化計画 実績 前年度比 健全化計画比 健全化計画 平成9年度比

 経          費 4,349 4,316 4,250 △99 △66 3,904 △445 

人    件    費 1,957 1,799 1,781 △176 △18 1,521 △436 

物    件    費 2,044 2,270 2,231 187 △39 2,144 100 

税          金 348 247 238 △110 △9 239 △109 

○店舗数・人員の推移

（単位：店、社、人） （ご参考）

平成９年度 平成10年度 平成10年度 平成14年度

実績 健全化計画 実績 前年度比 健全化計画比 健全化計画 平成9年度比

 国  内  店  舗  数 493 469 469 △24 0 352 △141 

 国 内 本 支 店 430 412 412 △18 0 319 △111 

 海  外  店  舗  数 40 32 32 △8 0 19 △21 

 海  外  支  店 23 18 18 △5 0 13 △10 

 海 外 現 地 法 人 23 22 22 △1 0 19 △4 

 人          員 17,420 16,700 16,330 △1,090 △370 13,200 △4,220 

（単位：億円）

連 結 計 数 単 体 比

破 綻 先 ・ 延 滞 債 権 1 14,454 2,855

３ カ 月 以 上 延 滞 債 権 2 843 254

貸 出 条 件 緩 和 債 権 3 2,371 △3,045

合　　　　計 4 17,668 63

（単位：社）

連結会社数 うち実質基準

連 結 子 会 社 数 1 53 9 
持 分 法 適 用 会 社 数 2 39 31 
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４．平成１１年度業績計画

（１）　収益計画 （単位：億円）

平成１１年度計画 前年度比

業　務　純　益（一般貸倒繰入前） 1 3,050 309

業　務　純　益（一般貸倒繰入後） 2 3,100 1,371

不　良　債　権　処　理  額 3 1,000 △9,235

一般貸倒引当金繰入 4 △50 △1,061

償却・引当等 5 1,050 △8,173

そ　の　他 6 △800 △753

経　常　利　益 7 1,250 8,791

当　期　利　益 8 760 4,513

（２）　自己資本比率（国際統一基準）

平成１１年度計画

連　結　自　己　資　本　比　率 １２．３％程度

５．その他

（１）　貸出金残高

（単位：億円）

平成１１年３月末 平成１０年９月末比

総　　合　　計 1 322,912 △25,848

海 外 貸 出 2 19,719 △10,455

国 内 貸 出 ｲﾝﾊﾟｸﾄﾛｰﾝを含むﾍﾞｰｽ 3 303,193 △15,393

ｲﾝﾊﾟｸﾄﾛｰﾝを除くﾍﾞｰｽ 4 287,123 △11,247

           国内貸出の償却・売却等を考慮した実態ベース　

国 内 貸 出 ｲﾝﾊﾟｸﾄﾛｰﾝを含むﾍﾞｰｽ 5 316,609 △1,470

ｲﾝﾊﾟｸﾄﾛｰﾝを除くﾍﾞｰｽ 6 300,539 2,676

中 小 企 業 向 け ｲﾝﾊﾟｸﾄﾛｰﾝを含むﾍﾞｰｽ 7 150,162 1,919

ｲﾝﾊﾟｸﾄﾛｰﾝを除くﾍﾞｰｽ 8 145,215 2,766
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（２）海外向け貸出残高（２）海外向け貸出残高（２）海外向け貸出残高（２）海外向け貸出残高

(単位：億円）

平成１１年３月末 平成１１年３月末 平成１１年３月末 平成１１年３月末 

うち日系うち日系うち日系うち日系 うち非日系うち非日系うち非日系うち非日系 うち金融機関うち金融機関うち金融機関うち金融機関 うち公的部門うち公的部門うち公的部門うち公的部門

アジア計アジア計アジア計アジア計 8,634 2,095 5,040 1,190 308

インドネシアインドネシアインドネシアインドネシア 1,632 273 797 491 69

タイタイタイタイ 1,726 740 930 50 6

韓国韓国韓国韓国 1,157 11 546 594 4

中国中国中国中国 832 252 397 39 143

香港香港香港香港 1,887 351 1,535 -          -          

マレーシアマレーシアマレーシアマレーシア 314 51 192 -          69

シンガポールシンガポールシンガポールシンガポール 600 381 219 -          -          

インドインドインドインド 379 30 334 -          13

その他その他その他その他 103 0 87 14 0

中南米計中南米計中南米計中南米計 251 24 140 17 68

ロシアロシアロシアロシア 1 ----                                        ----                                        ----                                        1

（３）金融・保険業、建設業、不動産業向け貸出残高（３）金融・保険業、建設業、不動産業向け貸出残高（３）金融・保険業、建設業、不動産業向け貸出残高（３）金融・保険業、建設業、不動産業向け貸出残高

(単位：億円）

平成１１年３月末平成１１年３月末平成１１年３月末平成１１年３月末平成１０年９月末平成１０年９月末平成１０年９月末平成１０年９月末 増　　減増　　減増　　減増　　減

金融・保険業金融・保険業金融・保険業金融・保険業 26,243 28,987 △2,744
建  設  業建  設  業建  設  業建  設  業 15,307 16,354 △1,047
不 動 産 業不 動 産 業不 動 産 業不 動 産 業 44,267 46,738 △2,471
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